























































































































増した期間を含む 2004 年から 2009 年を調査期間として全国の上場企業の決算短信における
財務諸表の訂正情報 3,335 件を抽出し、その特徴を検討した。そこでは、財務諸表の訂正件
数は、2004 年の 277 件から 2007 年の 766 件におよそ 2.8 倍増加しており、米国と比較して
時期的には遅れているが、同様にその発生件数が急増していることが確認された。その後、
内部統制報告制度の実施年度である 2008 年には訂正件数が 614 件に 20% 程度減少したもの





さらに、奥村（2013b）では財務諸表の訂正 3,335 件の中から当期純利益の訂正情報 244
わが国における利益訂正の現状と課題
— 5 —
件について詳細に分析した。そこでは、財務諸表の訂正件数が 2004 年から 2007 年に約 2.8
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出所：奥村 [2013b] より転載







的な原因を検討したところ、原因が識別できるもののうち 3 分の 2 程度が意図的ではない虚


















あるとみなすと、2004 年から 2009 年までの期間においてこの基準に該当する重要な利益訂






















（Anderson and Yohn [2002] 参照）と異なっていた。この点に関しては、米国の分析対象期間























































































































































Manip = f (DSRI, GMI, AQI, SGI, DEPI, SGAI, TATA, LGVI)


















変化を示し、この指標が 1 を上回ることは資産の質の低下を表す。SGI は売上高成長率であ
り、これが高い企業は市場の期待を裏切らないために増収を保とうとするので、操作が生じ
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であった SGAI と LGVI は統計的に有意ではなかった。このモデルをホールドアウト・サン
プルに適用したところ、スコアのカットオフ・ポイントに応じて 58％から 76％の確率で利
益操作をしている財務諸表を予測できた。
Dechow, Ge, Larson and Sloan [2011] は、基本的に Beneish [1999] と同様な方法で、重要
な虚偽記載を予測するためのモデルを展開した。モデルに組み込む変数を広範に検討したう






Misstate = f (RSST, CRev, CInv, %SA, CCSales, CROA, Issuance, ACEmp, OL, BM, LRet)
ここで、Misstate は財務諸表に重要な虚偽記載があった場合は 1、それ以外は 0 をとるダ
ミー変数であり、説明変数は以下のように定義される。
変　数 定　　義






Issuance 当期に証券発行をしている場合に 1、それ以外の場合に 0をとるダミー変数
ACEmp 従業員数の変化

















































































筆者はこれまでに 2004 年から 2009 年における上場企業の利益訂正の実態を調査し、株式
市場への影響、企業ガバナンスとの関係を分析しており、本稿では、これらの調査・分析結
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